別記様式

平成　　年　　月　　日

公益財団法人石川県産業創出支援機構　

　理事長　　谷　本　正　憲　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　（申請予定者）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地　〒
　　　　　　　　　　　　　　　　　　企業名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者職・氏名　　　　　　　　　　　　印

平成２８年度事業化促進支援事業
　平成２８年度業化促進支援事業の事業計画を下記のとおり提出します。

記

１　テーマ：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　（評価・実証試験等の目的・目標を的確に表現した簡潔な名称を記入）

２　事業計画書　　　　　別紙１

３　連携体の構成　　　　別紙２－１、２－２
４　事業内容　　　　　　別紙３

５　事業予算　　　　　　別紙４

６　その他

※申請者及び連携体構成企業の直近２カ年の決算書（貸借対照表、損益計算書（販売費及び一般管理明細、製造原価明細含む）、株主資本等変動計算書（利益処分計算書））を添付。

（事業計画書の作成者）

　①職・氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　②担当者勤務地住所　〒　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　③電話番号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　④ＦＡＸ番号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　⑤電子メールアドレス　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

注）用紙は、原則として日本工業規格Ａ４版を使用してください。

別紙１

事業計画書（概要）
	テーマ名
	※本事業の目的・目標を的確に表現した簡潔な名称

	事業概要
	※別紙３の「３　本事業の目的・目標」及び「４　事業化の課題と解決方法及び実施内容」に記載の内容を要約してください。


	過去の研究開発の成果
	※これまでに取り組んだ研究開発成果について、新規性、独創性又は革新性について記載してください。
※別紙２の「２　過去の研究開発の成果」に記載した内容を要約してください。

	申請者の

名称（企業名）
	

	連携体の構成
	※連携体を構成する企業、大学等の名称を記載してください。

	アドバイザー
	※アドバイスを受ける企業等の名称を記載してください。

	本事業の
目的・目標
	※実証・評価試験等の目的・目標を具体的に記載してください。

※別紙３の「３　本事業の目的・目標」に内容の詳細を説明してください。



	事業化のための課題と

解決方法及び
実施内容
	※事業化のために評価・実証すべき具体的な課題、解決方法、実施内容を記載してください。
※別紙３の「４　事業化の課題と解決方法及び実施内容」に内容の詳細を記載してください。

	事業化計画
	※想定する市場の現状及び今後、想定される市場、既存の製品に対する優位性、ニーズについて記載ください。

※製品の生産、販売促進戦略、知財戦略、販売先・川下企業等の事業化体制の役割分担・スケジュールを具体的に記載してください。

※別紙３の「８　事業化計画」に内容の詳細を記載してください。

	期待される
効果
	※事業実施の効果（製品化・事業化による産業界等への効果）、新たな事業展開の可能性、地域への波及効果を具体的に記載してください。
※別紙３の「９　期待される効果」に内容の詳細を記載してください。

	実施期間
	開始予定：交　付　決　定　日

完了予定：平成　　年　　月　　日


別紙２－１
連　携　体　の　構　成

１　企業概要
	①名　　　　称
	（連携体の代表者）
	（他の連携企業）
　（Ａ社）
	（他の連携企業）
　（Ｂ社）

	②代表者職・氏名
	
	
	

	③本社所在地
	
	
	

	④資本金（千円）
	
	
	

	⑤従業員数（人）
	
	
	

	⑥業種

（主要製品等）
	
	
	

	　⑦本研究開発の実施体制　
	実施場所
	
	
	

	
	担当部署名
	
	
	

	
	主任研究員
職・氏　　名
	
	
	

	
	研究員の人数
	
	
	

	
	連絡先
（電話番号等）
	
	
	

	
	連携体での
役割・分担
	
	
	


２　大学・公設試験場等概要
	①名　　　　　称
	
	
	

	②代表者職・氏名
	
	
	

	③研究者職・氏名
	
	
	

	④所　在　地
	
	
	

	⑤実施場所
	
	
	

	⑥連絡先
（電話番号等）
	
	
	

	⑦連携体での役割・分担
	
	
	


別紙２－２

連携体のイメージ図

	※「別紙２－１　連携体の構成」を踏まえながら、連携体内での役割分担等の流れがわかる図を記載してください。

（例示）

　　　　　　商社・代理店等（製品の販売、市場ニーズの提供）

　　製品の供給 　　　　 市場ニーズの提供
　　　　　　　　　　　　　　　　　　共同研究
　　　　　代表者（コア企業）　　　　　　　　　　　　大学・公設試験場等
　　　（試作品の評価、製品化）　　　　　　　　　　　（評価試験の実施）

　　　共同研究　　　　　　　　　　　
　　　　　連携企業Ａ　　　　　　　

　　　　（実証試験の実施）



別紙３
※別紙３は全体で１０枚程度としてください。
事　　　業　　　内　　　容

１　テーマ名
　　※本事業の目的・目標を的確に表現した簡潔な名称
２　過去の研究開発成果
※本事業で事業化を目指す、これまでに取り組んだ研究開発成果について、新規性、独創性又は革新性について記載してください。
３　本事業の目的・目標

※事業化に向けて実施する実証・評価試験等の目的・目標を具体的に記載してください。
４　事業化の課題と解決方法及び実施内容

※上記「３　本事業の目的・目標」を達成するための具体的な課題、解決方法、実施内容を記載してください。
　　　課題①（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　　　　　

	実　施　内　容

	※課題の解決のために、どのような内容の評価・実証試験をどのような方法・役割分担（連携体内）で研究するのか、順を追って箇条書きで記載してください。

・

・

・


　　　課題②（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　　　　
	実　施　内　容

	・

・

・


　　　課題③（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　　　　　

	実　施　内　容

	・

・

・


５　事業実施スケジュール（案）

※「４　事業化の課題と解決方法及び実施内容」に記載した、「実施内容」ごとにスケジュール（案）を記載してください（記入欄は必要に応じて増やしてください）。

	　　　　　　　　年　月

実施内容
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


６　アドバイザーの役割

　　※今回の研究開発及び実用化研究におけるアドバイザーの役割について、具体的に記載ください。

７　必要性・ニーズ
※想定される市場、予想市場規模、ニーズ等について記載してください。
　　　・市場ニーズ

　　　・想定されるユーザー

　　　・市場規模、市場占有率
　　　・市場製品の販売数量・売上額

８　事業化計画
　　①　製品等の概要

　　　・名称
　　　・販売価格
・販売数量・売上額

　　　・機能、規格等

　　　・販売開始時期

　　　※製品のイメージ図を添付してください。
・競合する製品の有無　　　　　有　　　・　　　無

　　　　（有の場合：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　　
　　②　知的財産権（特許権、実用新案権、意匠権、著作権等）の取得の可能性

　　③　事業化に関する連携体内での役割分担（生産、販売等）、スキーム

　　④　事業化のスケジュール案
	年　月
	内　　　　　　　容

	
	


９　期待される効果

※本事業の実施による研究開発成果の製品化・事業化の効果が、ごく限られた企業等にのみ効果をもたらせるものではなく、地域産業の発展に資する内容を具体的に記載してください。

１０　専門用語等の解説

　　※専門用語・略語等についてそれぞれ簡潔に解説してください。

1

